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日本資本主義確立期における財政金融構造

日清戦費調達機構を中心に

片 山 徹

I はじめに

日清戦争から日清戦後に至る時期は，従来戦前日本資本主義がその基礎構造

を確立した時期ととらえられ，近年では産業資本確立過程・帝国主義転化の過

程が「戦後経営」の観点から論じられている II。その中で，この時期の財政の

重要性に着目し， r戦後経営」財政分析の先駆となったのは高橋誠「日清戦争

賠償金の研究」のであろう。同氏の視角のユニーグな点は，賠償金という「財

政と金融の接点というべきテーマをとりあげ」たことによって「財政の立体的

機能を解明」しベ 当該期の財政・金融・通貨管理の関連を明らかにしたこと

にある。これにより財政を主導とした同戦後日本資本主義の蓄積構造を展望す

ることも可能となったぺ他方，同研究以後「戦後経蛍」財政の分析視角も広

げられへ 植民地財政や政府在外資産運用といった新たな面からの分析が進め

1) その主要な研究には，中村政則「日本資本主義確立期の国家権力J(I歴史学研究0170年別冊特
集)，石井J[泊「日清戦撞経営J(1岩設講座日本歴史J16， 1976年)，士右嘉一部「産業資本の確
立J(1同J17， 1976年〉が挙げられる。

2) 高橋誠『明治財政史研究』青木書庖J 1964年，所収。
3) 向上書1ベーシ。

4) 氏の提示した当該期H本資本主義白蓄積荷造とは次のようなもりである。
「 すなわち[日清問機経営』は]増税によって『国家の財政』つまり財政的基礎を強化す

るが，毛五色丞1財政資金の大規模な撒布を行なうことによって『国民の経済』資本主義発展を
ほかり さらに資本蓄積を高め為措置秒台おととによ勺て 逝に増税と公債募集の基礎を培うと
いう両者の相互関連を強めるねらいをもっていたのであった.J([ )内，傍点とも引用者。以
下同巴。高橋前掲書153ベージ.)

5) 中村前掲論文において「戦桂経営」ほ (1)軍備拡張， (2)殖産興業， (3)植民地領有， (4)教育

の4つの柱から成り立つとして，氏は，これらの側面から「職後経ど宮」の全体構造をとらえるこ
とを提唱し，その分析視角は士きく広がった。
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られたへその結呆， 1897年に実施された日本の金本位制は金為替体位制とし

て出発したという高橋氏の主張陪実証的な批判がなされた凡さらに， 当該期

における預金部の活動尺 金融市場ω， 対外決済機構山の実態にも綴密な実証

がなきれている。

しかしながら，他方.それ以前のいわゆる原蓄期財政とは「段階的」に異な

る11)i戦後経営」財政を展開させることになった日清戦争財政の展開について

は，高橋氏をはじめ従来の研究では明確にされていない。これは「戦後経営」

財政研究の先駆となった高橋氏の研究対象が日清戦争の命臭獲得した賠償金に

限定されていたためと思われる。その結果，その後の当該期に関する研究上の

関心は専ら戦後の財政や日本資本主義の展開に集中することになった。しかし，

実際には日清戦争を境にしてそれまでの租税増徴，輸出超過による正貨獲得を

基礎とした緊縮基調の財政運営m が決定的に転換しているのである。この転換

をもたらしたのが日銀信用創造と賠償金であった。これにより政府は民間資本

蓄積や国民の租税負担を待たない追加的な財源を確保し，これらに先行する財

政資金散布が可能となったのである。すなわち， 日清戦争以降の財政支出には

それまでの租税収奪による所得再分配効果に新たに財政資金散布による呼び水

効果が加わり，そり結果民間資本の蓄積が単に補充されたばかりでなく飛躍的

に高度化されたのである。こうした日清戦争を契機とする財政運営・財政支出

6) 石井寛治局は前掲論文で植民地財政から日清戦後経営を再検討することを提唱し，この点から

実証を進めた。さらに，対臨米諸国との金献連闘のキイとなる政府・日銀の在外資産運用を桝留

に検討した能地清「日清白日露戦後経営と対外財政1896-1913 在外資金を中心に一一J(r土地

制度史学』第92号.1981年〉が挙げられる。

7) 能地前掲論士32-34ベージ。

8) 迎由理男 r1900年代における大蔵省預金部白機能と性格J(r金融経済.~ 177号， 1979竿〕。

9) 轟見誠良「成立期間本信用機構の論理と構造J(r経済志林』第45港 4号， 第46巷1-4号， 第

47巷4号， 1977-1979年L
10) 小島仁「日本白金本位制時代Ci897-1917)~ 日本経済評論社. 1981年。

11) 高橋前掲書146ベージ。

12) 本稿の分析対車の限定上，日清戦争前の財政運営には触れない。これについてはさしあたり高

橋誠「明治前期財政における『準備金』の地位と機能J(高橋前掲書所収〉を審照のこと。
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の役割が従来積極的に意義づけられていなかったのではなかろうか山。その最

大の原凶は，日清戦争でd財政運営が解明されていなかったために，同財政に

おいて日銀信用創造に基〈財政スベンディ γ グが開始されている点が見落され

亡いた ζ とによると思われる。それゆえ，戦後財政でも賠償金の回収に伴ない

日銀対政府信用が拡大せざるをえず，政府が追加的な財政資金散布を一定程度

継続しえたことが不明確になっているのである山。また戦後財政展開の実証上

の問題として，高橋氏の賠償金運用分析には不十分な点が残されていると思わ

れるので， これを批判的に検討し，賠償金運用の実態をより明確にしたい。

以上の研究史上の批判をふまえ，日清戦争を契機に財政運営がより積極的な

ものに転換する過程をあとづけ，これに基いて日清戦後の財政金融構造が形成

されていくことを実証する。これにより当該期財政・金融の展開と構造的矛盾

はより明確になるであろう。

11 日清戦争当初の戦費調達の見込み

日清戦争が勃発した直後の1894年 8月 9白，今後の戦費調達方法を協議する

ため，渡辺国武大蔵大臣・田尻稲次郎大蔵次官・松尾臣善主計局長・阪谷芳郎

主計官・添田寿一参事官らが大蔵省に参集した。この時立案された戦費調達方

針は以下のようであった山。

まず戦争の継続期間を， C 1)1894年末まで， (2 )95竿 6月まで，く 3)95年末

までの 3種を想定しそれぞれの戦費必要額を5，00日万円 1億円 1億 5，000

万円と見込んだ。そしてその額に応じ 3つの戦費調達案(巾，乙，丙号〉が決

定された。ここでは実際に費消された額に最も近い丙号案を示し，比較のため

1の H清戦争を契機に財政運営が画期的に転換したことは高橋前掲書146ベージで正当にも指摘さ
れているが，概強的なものに止まり，戦時財政を通じてどんな変化が起きたかは十全に明らかに
されていない。そ由挫の研究でも租税収専の効果すなわち歳入面の分析は進められたが歳出面の
分析は進展していなし、

14) 先の注4で掲げた高橋民四戦後財政機能の指摘でも，時点部のように租税収奪を基礎に財政資

金散布が行なわれていることになっており，政府が日銀信用創造等の追加的財源による財政支出
をなしている点がドロップしているo

15) 以下の叙述は『明治財政史』第2巻 34-40ベ ジを要約したものである。



日本資本主義確立期における財政金融構造 (329) 83 

第 1衰戦時白戦費調達案と実際白戦費収入 〈単位 1，000円〉

丙 号 案 (94年8月時点) |臨時軍事費収入(決算一昨同時点)

(1) 26年度剰余金 26，000 (1) 国庫剰余金 23，439 

(2) 特別会計資金 16，000 (2) 公債収入 116，805 

(3) 28年度歳入の内使用 20，000 (3) 特別資金(賠償金〉繰入 78，957 

(4) 租税増徴 12，000 (4) 献納金 2，950 

(5) 公債募集金 30，000 (5) 雑収入他 3，079 

(6) 日銀借入金 46，000 

計 150，000 計 225，230 

出所) ~明治財政史』第2巻 38-39， 49-50ヘ ジより作成。

戦後の決算時の臨時軍事費収入内訳を掲げる (第 1表〉。戦争当初の見込みと

実際の戦費j収入がいかにかけ離れていたかは一見して明らかである。すなわち，

94年 8月時点、ですでに費消されていた国庫剰余金のみが決算の額に対応するだ

什で，丙号案では(2)，(3)， (4)の項目のように通常の歳入から戦費を捻出

しようとする姿勢が窺われる。 しかし前年度一般会計歳入額が 1億1，000万円

あまりだったことを考慮すれば， その半分に当たる 4，800万円を調達するのが

困難なのは目にみえている。また公債収入予想額も決算時に比べ4分の 1であ

り，大蔵省首脳も当時心民間資本蓄積状況からして公募可能な額はこれが限度

と見ていたようである。これに対し日銀借入金の見込みが全体白 3分の 1に及

ぶほど比重が高しにもかかわらず決算時の収入項目に登場しないのは後論の

関連で注意すべき事実である。いずれにせよ，戦争が長期化すれば戦費調達が

計画通り行なわれるか疑問視せざるをえない状況であり 3 最終手段として先換

停止や外債募集の可能性が考慮きれたほど大蔵省首脳の見通しは悲観的であっ

た1自〉。

16) 大蔵省首脳は戦争が最も長期化した第3のケースよりも期聞が延びた場合，免換停止または外
位募集をせざるをえないかもしれないとしている。しかし究臨停止は「桂済位会ニ名状スへカヲ
サル惨毒ヲ及ホス」と1.-，外債募集も「金貨騰貴ノ甚シキ今日ニ於テ金貨公憤ヲ起スカ如キJ、財
政上ノ基礎ヲ危殆ナヲシメ」るとして〈当時日本は銀本位固だった)， r最終手段中最終ニ至ルマ
テハ実施セサル」ことが確認されている(~明治財政史』第2 巻， 35ベ}ジ〉。
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III.日清戦争(;:おける戦費調達機構

次に臨時半事費特別会計収支を示した第 1図によって戦時財政運蛍を検討し

ょう。この中で決算書に記載される正規の収入項目は国庫剰余金繰入・国債募

臨時寧事費(日清戦争〉特別会計収支筋向第 1図

80 (百万円)

1 
、JEll制 '1帥繰入

¥tr-仰償金)

i i 
¥，/'¥ 

第 3期

日銀一時借入金
(-1町補填)
¥..... 

同庫繰?Dド金
〔一時制担)

出 2m]

回同E剰余金
¥ 詩人

、

.c-tH 1 WJ 60 

20 

収入

40 

i
l
l
1
1
1
1
1
J
i
 l

i
l
-
-
ノ

f
 JI
 -

-

、

十

、

sr

同

、

黒

¥

同

日

足

、

¥

戸

、

¥

会

¥

¥

件

以

¥

F

L

¥

 

巨」¥、
へ、/

 
/
 

ノ
¥
 

、、、
¥
 

¥
 

、、

軍事支出

ヘ
日7庁間守，.

¥ 

。
宮山

-40 

6C 

-20 

6月 78 9 l011121A 2 3 4 5 6 7 8 91011121月 23 4 5 6 7 B 9 1011月
1894 1895 1896 

出所) ~金融事項参考書l. ~間柄財政史』館2巻48-49ページの表より作成。
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集金・特別資金(賠償金〉繰入の 3者である。他の日銀一時借入金・国庫繰替

金0)2者は正規り収入が国庫に噌内められるまで一時補填された項目で，決算書

には記載されず，後に返済せねばならない。他方，支出項目の軍資金不足累計

は，一時補填で戦費が賄われているものの，会計上支出が正規の収入を上回っ

ている額を月ど左に加算したもので，同会計の赤字幅をありのまま示している。

この図によれば，同会計における戦費調達は大き<3つの時期に分けられるの

がわかる。すなわち，第1期は1894年 7月から 9月頃までの時期で，国庫剰余

金で戦費が賄われている。当時こうした剰余金があったのは緊縮基調の財政政

策が行なわれた結果であり，日清戦争は当初これを食い潰しながら遂行されて

いたのである。第2期は94年10月から95年 7月までの時期で，日銀借入金と国

庫繰替金で収入不足を補填し後に国債募集金で返済する方法をとっている。第

3期は95年 B月以降で， 時補填項目のみで戦費調達を行ない賠償金繰入でー

/挙にこれを返済している。実質上賠償金で戦費調達がなされているのである。

第 1期は単純な調達方法なので問題ない。第3期については後述とし，ここで

はまず第2期の調達方法を検討する。

前述白大蔵省首脳会議後，国庫繰替〉使用， 日銀借入， 邑，000)ゴ円を限度とす

る国債発行等を認める戦時緊急措置を定めた勅令が矢つぎばやに公布されたZ円。

これに基き大蔵省と銀行業者の国債募集をめぐる折衝が始まった。 8月18口，

渡辺蔵相が関東同盟銀行幹事の渋沢栄ーら 3名を大蔵省に招き国債消化をはか

るよう要請したのを皮切りとして， 23日には犬阪，九州，中国・四国，名古屋

および奥羽・北海道同盟銀行代表の傍聴のもとに関東銀行会臨時会議が召集き

れた。大蔵省側は勅令に定められた限度額よりも少ない 3，000万円の募集を打

診したが，銀行側は「目下金融緊縮ノ際数月ヲ出スシテ 3，0日日万円ノ金額ヲ市

場ヨロ吸収スノレカ如キアラハ実ニ容易ナラサノレ激変ヲ生スヘキヲ以テ夫等ノ辺

モ充分熟慮ヲ請〔う JJとして消極的態度を示した回。しかし，彼らの真意は

17) 該当する勅令 法骨は勅令143号I 144号，法梓25号などであった。

18) この折衝については「銀行通信銀j106号(明治27年9月10日)3干43ベージ参照。
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発行される国債に何らかの有利な条件が加えられれば応じなくはないというも

のだったようである。そり条件とは日銀がこ四国債を担保として資金融通古る

ことを認め，その際の利率も従来より有利にするという内容だったと推測しう

る問。出席者は日銀の姿勢をみたよで再び会合するとした。こうした銀行業者

の意向を受けて， 日銀は貸出利率の優遇は認めないものの困債担保貸出には応

ずるとの回答を示した。その結果，翌々日に再開された会議立は即時 2.00口万

円の応募が集室司たのである。とのと主は，資本蓄積低位の当時において国債

公募が達成された要因の 1つに日銀の国債流動化保証があったことを示してい

るo さらにその前提として日銀を中枢とした日本信用機構の一応の整備が挙げ

られしよう。

しかしこれだけでは国債公募達成は説きえない。なぜなら，当時の民間資本

蓄積量(1893年末民間銀行総預金額は 1億 1.500万円)に匹敵する国債公募

(実質 8，000万円あまり〉がなされているからである。先の大蔵省の応募要請

に対する銀行iJlUの対応にもみられるように，常識的に考えればクラウディン

グ・アウトを招くのは必至であった。だが実際には金融市場逼迫は起らなかっ

た。 I金利の如きも，開戦早々，急騰したる率を以て極点となし，爾来軍債の

払込益々加重せるに拘らず，金利は翠も騰貴することはな」刷かったのである。

この謎を解くには，先の第 1図によって一時補填項目と国債募集金項目との関

連につい1考察せねばならない。

第 1図の第2期での戦費調達は，国債募集金払い込みに先行して一時補填項

目とりわけ日銀一時借入金による調達がなされ，続いて国庫繰替金の山が現れ

ている。これに対し国債募集金払い込みは戦争中およそ 500万円内外で推移し，

む Lろ講和締結後に本格化しているのがわかる。こうした波形があらわれるの

は金融市場逼迫を考慮した大蔵省の配慮による。すなわち国債募集金払い込み

19) この時銀行側から出された条件は明示されていないが，日銀側の回答でその内容が窺われる。
すなわち「該公債ニ対スル融1忌、充分便矛ヲ与フル考ナリ但シ利子ヲ低減シ:lI.'、将来ノ利率ヲ確
定スルカ如キハ到底為シ能ハサル所ナ PJ というものであった〈前掲『銀行通信録~ 43ページ〉。

20) 東洋経済新報社編「金融六十年史Jl1924年， 375-6ベ ジ。



日本資本主義確立期における財政金融構造 (333) 87 

期間を細かく分割し徐々にこれがなされるようにしたのである。したがって園

債募集金を即時戦費として使用するりは不可能であった。それゆえ政府は日銀

借入・国庫金繰替使用主行ない緊急の軍事支山に対応したのである。さらに日

銀借入が最初に拡大しているのは，国庫金繰替使用をする場合各地の政府「金

庫J21l ↓こ散在してい器国庫金を東京・大阪の「金庫」に集中する必要があ句，

これに一定の時間を要するため回送すべき国庫金を引当てに日銀借入が行なわ

れたことによる。とれら 2つの補填項目は国債募集金が国庫に納められるまで

のいわばつなぎ役を果たしているのである。だがこの 2者の役割はこれに止ま

らない。すなわち他方で国債募集金払い込みによる金融逼迫を防ぐ働きをして

いるのである。その理由は以下の通り。日銀借入は政府に対して日銀が信用創

造を行なったものであり，国庫繰替金は他の財政支出に用いるべき財政資金を

流用し戦費として集中的に使用する前倒し支出の一種である。したがって両者

が募集金払い込みに先行して拡大しているのは，とりもなおさず払い込み以前

にすでに財政資金が金融市場に散布されていたことを示している。だから ζそ，

当時の資本蓄積量に匹敵する国債募集がなされても金融市場は逼迫しなかった

のである。スベンディングを行なっている政府側から見れば，募集金払い込み

は金融市場に散布された資金を一定程度吸収し急、淑な物価騰貴や過度の投機を

防止する役割しか呆さなかったと言い換え bれよう。 ιうした民間資本蓄積に

先行する財政月ベンデイングの効果は当時四金融当局者も認識していたようで

ある o 95年の日銀蛍業報告は次のように述べている。

「軍資ハ勢民間ニ徴セサノレへカラサノレ毛一時三之ヲ吸収Vテ市場ノ通貨ヲ欠

之セシムノレカ如キハ忽ニシテ逼迫ヲ来スヘキヲ慮リ公債ノ払込期限ヲ小分ス

ノレノ方法ヲ翼賛シ其ノ不足ヲ告クノレトキハ本行 C日銀1ノ貸上金ヲ以テ補充

シ通貨ヲシテ常ニ先ツ市場ニ散シテ而ノレ後国庫ニ集ラシムノレノ手段ヲ施セシ

21) ζの時期の財政資金保管ー出湘は1890年 4月。金庫制度実施によ b定められ官。すなわち国庫

金四取担いは中央金庫〈東京)，本金庫〈主に府県庁所在地).支金庫iその他政府が必要と認め

た場fi)f)においてなされるとし，ぞ白事務は日本親行本主席および代理屈，出張庖〈普担〉に委

任された。 (1明治財政史』第4巻， 212ベーシ以下幸照。〉
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カ如キ是ナリ惟フニ交戦一年久シキニ亘リ軍資ヲ要スノレコト壱億八千万円ユ

及ヒ而シテ軍需嘗テ欠之""，告ケス市場亦逼迫ヲ訴ヘサリシモノ右等ノ施設亦

未タ与ル所無クンハアラサノレナリ 」加。

日銀設立以来，紙幣整理において政府貸上げを行なったのを除けば， 時の

収入不足を補う程度の役割しか果さなかった日銀借入がこのように財政資金そ

のものを生み出すほどに積極的に利用されたのは初めてといってよ LJh他方，

こうした先行的な財政スベンディ '/7の展開は軍事物資の海外調達，政府関連

輸入を拡大させて先換制の基礎を危〈する。日清戦争中の民間貿易が全体とし

ては出超基調であったにもかかわらず多額の正貨流出をみたのは，それが原因

の 1つであった。当時の日銀資料によれば， 1894年 4月から95年 6月までの政

府対外支払は臨時軍事費関係約1，00日万円，普通歳出分1，210万円， 合計2，210万

円にのぼり， これに戦地での正貨支払い約 1，400万円が加わり 「為替取組上非

常ノ困難ヲ感セシコト少ナカラ」ざる状況であった'"。

以上のような日清戦時の戦費調達機構を概観するため図式化すると第2図の

ようになる。国庫剰余金を使い果たした10月以降まず日銀借入金により財政ス

ベ yディ γ グが行なわれた。これが起点となる。散布された財政資金を日銀が

回収するノレートは主に 2つある。第 1には民間金融機関を媒介するノレート。他

の lつは貿易関係を通じたノレートである。前者のノレートは以下の通り。政府が

軍需品調達のために産業資本・商業資本に日銀信用創造に基いた財政資金を散

布する。その際この資金は民間金融機関の預金口座に支払われるため預金量が

膨張する。これを国債公募で吸収し日銀借入を返済するというノレートである。

この資金循環を補佐するものとして先の日銀国債担保貸出保証がある。また園

内の副次的ノレ トとして，軍事支出のうち兵隊等への俸給，兵糧の支払項目等

で国民に財政資金の一部が支払われ租税納入や預金を通じて政府に還流すると

22) i明治28年日本銀行官業報告J(W日本金融史資料明治大正編』第10器所収)232ベージ。
23) W同j，第8巻， 66ベージ以下参照。
24) 日銀内部資料『自明治27年6月至間28年6月臨時軍事費出納ノ顕未』より。
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日清戦争における戦費調達機構第2図
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『日本金融史資料明治大正編』第8巻より作成。
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とが考えられる筋〉。後者のノレートは海外から軍需品等を調達する場合である。

その際財政資金は貿易商にl支払われる。この政府関係取引は図りように最終的

には横浜正金銀行(以下E金と略す)や外国銀行といった外為銀行が日銀に免

換請求をすることをもたらす。その結果散布された財政資金(円貨〉が日銀に

回収される一方でE貨が流出する o こう Lて財政スベY ディ Y グを続ければ日

銀正貨準備は酒渇し，戦争当初大蔵省首脳が懸念じでいた免換停止か外債募集

をせざるをえない構造になっているのである。

以上みてきた日清戦争における戦費調達機構の重要なポイントは，まず最初

に政府に対して日銀が信用創造を行ない，これにより政府が財政資金を散布し，

民間資本蓄積を膨張させ国債募集が達成されるという順序をたどっていること

である。これに対し通説では当時民間資本蓄穫が低位であったにもかかわらず

政府の努力等でようやく公募発行が達成されたように述べられてきた2的。こう

した理解は日清戦争の戦費が曲りなりにもそれまでの資本蓄積に依存していた

25) 日清戦争の主出内訳を示した付表は興味深い事実を勅語っている。すなわち，兵器・弾薬費や
艦船費といった直接戦剖に必要で主
に草工廠や海外から調達されたと考
えうる項目の比重は意外に少なく，
全体の20万余りに止まっている。 ζ

れに対L俸給及諸給，糧食費，馬匹
費といった最終的に地主や農民等に
主払われる項目が30%を超えている
のは注目に値しよう。さらに運送費
の比重の高さも目をひ〈。 ζのうち
鉄道輸送は官官鉄道の比重も高かっ
たと思われるが，船抽輸送の厄とん
どは民間船会社白チャーター船によ
って行なわれたので， この費目白多
〈は民閉会社に流れたに違いなし、。
もちろんこう Lた物資調達には商業
資本が介許しており，相当な利益が
もたらされたはずである。こりよう
に日情戦争での財政資金散布はその
額が大であるのはもちろん，かなり
広範囲に及んだと思われる。

26) 高橋前掲書150ベージ参照。

付表 日清戦争における支出内訳

支出項目|金額(!OC万円)I 割合〈克〕

俸給及諸給 35.5 17.7 

糧食費 26.1 13.0 

被服費 21.3 10.6 

兵器弾薬費 21.3 10.6 

運送費 35.3 17.6 

艦船賢 17.0 8.5 

築造費 6.9 3.4 

品 E 費 7.8 3.9 

一時賜金 7.2 3.6 

汽船購買費 3.7 1.8 

そ の 他 18.4 9.2 

総計 200.5 100.0 

出所) ~明惜財政史』第 z巻 44-47ベージ

より作成。
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ことを想定しており，短期間に民間資本蓄積量に匹敵する国債公募が達成され

た 4 とを説明しえないりは明げかであろう。戦時財政は民間資本蓄積や租税収

入を符つことのない先行的な財政資金散布を通じて逆に資本蓄積を高める機能

を果していたりである。

続いて第3期の戦費調達を検討Lょう。先に第1図で概観したように何年8

月を境として国債募集金払い込みでいったん減少Lた一時補填項目が再び増加

に転じ，しかも増加の一途をたど勺ている有が特徴的である。言うまでもな〈

このことは第2期を上回る財政スベγディングが展開されたことを示している。

こうした戦費調達がとられたのは賠償金払い込みを想定したためと思われる。

すなわち，賠償金はロンド Yで支払われることになったためこれを園内に回送

して使用するには時聞がかかるのは明らかであった。そこであらかじめ日銀借

入を受け後から賠償金を払い込めば政府は即時財政資金としてこれを使用でき

るわけである。こうして英貨預け合いに伴なう新たな日銀借入と第3 ・4回国

債発行 3，500万円(これはほぼ全額預金部・償金部・日銀に引受けられた)27)

によって補填項目が全額返済され臨時軍事費特別会計決算がなされたQ 乙こで

指摘したい重要点は同じ日銀借入といっても戦時財政第2期と第3期とではそ

の性格が異なっていることである。第2期には日銀借入が財政λ ベンディング

の起点となり，財政資金創出の主体をなしていた。しかし第3期においては賠

償金と Lづ外貨信用の取得が追加的な財政資金創造の主体をなしており，日銀

借入は外貨建信用を円貨建信用に転換する媒介を行なっているにすぎなし、。追

加的別政資金を生み出したのは他ならぬ賠償金亡あり， 日銀は受動的に政府に

信用供与をなさざるをえないのである。これは後述のその他の賠償金回収方法

でも同様の結果がもたらされる。こうした主体の転換こそが戦時財政と戦後財

政の分かわしめとなっている。第3期白戦費調達はちょうどその過渡期にあたっ

27) この第3回軍事公債1，000万円自発行は公募がめぎされたが応募状況が悪((公募実収額158万
円)，けっきょく 340万円あまりを日銀が， 500万円を償金部が引受付与ことになった。また第4

回2.500万円は預金部が全額引受けた。これらの軍事公俸は1897年に海外売却された(桂出〕。
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ているといえよう。だが日銀の対政府信用が受動的にせよ拡大しているので，

政府に日銀信用創造を行なよたのと結果は全く変わらない。こうして第3期に

財政スベンディ γグに伴なって放出された日銀信用は賠償金の回収により次々

と追認されてしまったのである。その結果政府の軍需関連部門から追加的な日

銀信用が流入し戦争直後のプ ムが現出することになった。

IV 償金特別会計資金運用と戦後の財政金融構造

前述のように戦時財政期間中に新たな財政資金創出の主体は円銀信用創造か

ら賠償金へと移行していった。そして戦後財政はこの移行過程を継承し，賠償金

の運用，広義には償金特別会計資金運用によって追加的財政資金散布を行なっ

ているのであ答。したがってこの運用と戦後財政との関連を解明するのが次の

課題となる。周知のように賠償金の役割については高橋氏の先駆的業績がある。

しかし同氏が掲げた「償金収支計算」表は賠償金の名目上の使用状況を示した

ものにすぎず，償金特別会計資金の実際の運用を知るには不十分なのである。

これに対し「償金特別会計部倫敦ユ於ケル英貨受払計算表」を使って同部の海

外での資金運用の実態を紹介し高橋氏の賠償金運用分析の不十分さを示したの

が能地氏であった即。今，両氏の掲げた表を比較すれば(第2・3表)次のよ

うな決定的な違いがあることに気づく。すなわち能地氏の表(第3表)では賠

償金が何年頃までに大半が国内に回送・費消されているのに対L-，高橋民の表

では賠償金が徐々に使用され99年時点でも 8，600万円近く残余があるよとなっ

ている。高橋氏はおそらくこの残余部分が海外に保持されていると想定し， 18 

97年に実施された日本の金本位制は金為替本位制であると評価されたと，思われ

る加。これに対し能地氏は賠償金が戦後の早い時期に回収され「金貨を先換準

備とする金貨木位制」と~ぶべき貨幣制度が確立したことを実証し.先の高橋

氏の想定の誤りを指摘した。このように能地氏は高橋氏の賠償金運用分析の問

28) 能地前掲論止32-34ベージ。

29) 高橋前掲書180ページ以下。
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題点を政府海外資金運用分析から解明した。しかしながら，一方国内に回収さ

れた賠償金がど白ように運用ぎれたかについては踏み込んでいない叫。したが

って能地氏自掲げた表と対をなしてL、る「償金特別会計部本邦ニ於ケノレ通貨受

払言l算表JSI) によりこれを解明することがこの時期の賠償金運用の完全な把握

を可能にする。さらに冒頭で述べた戦後財政における賠償金の意義をふ主えれ

ば，これは戦後の財政金融構造全体を通観する第ーの手懸りとなるであろう。

では先の表をも去に作成した第4表により同会計資金の園内での運用を検討

しよう。まず受取項自について概観し，支払項目との関連が明らかになってい

る部分についてはそのつど敷桁してしぺ。受取項目のうち為替による回収高と

いうのは，政府が為警銀行である正金に対し円貨取立手形を発行し円貨を吸収

し代わりに海外で英貨を支払うものである(後掲第 3図参照)。 この取引によ

って園内でほ正金から日銀の政府預金口座に円貨が振り込まれるので，戦時財

政期に日銀が政府に信用創造したのと同様の結果をもたらす。すなわち正金を

通じて外貨建信用が円貨建に転換された分だけ日銀の対政府信用が拡大せざる

をえないのである。これで得た資金の一部で英貨預け合い解除がなされたo ま

た金銀塊で回収された賠償金の一部も同様に預け合い解除支払として日銀に売

却されたことが明らかになっている。だが金塊の多〈は金本位制実施にあたり

すでに流通している円銀の回収・鈎剖Jのための円銀・銀塊との交換払として役

立てられてし、る。政府はよれにより得た銀士売却し，その代金古財政資金と L

て用いた。この銀売却代もけっきょく日銀の政府預金口座に振込まれるので，

日銀信用拡大要因になる点では「為替による回収」と同様である。以上のよう

に預け合いに伴なう日銀借入で先行的な財政支出が行なわれたことと円銀との

交換，この 2者を通じて金境が円銀に支払われ円本の金本位制が間発じたので

あ毒。次に各省、経費握替払代金の項円であるが，とれば政府関連輸入の際にE

金を通じて外貨や円貨に転換し，園内で輸入代金を支払うものである(後掲第

30) 能地前掲諭:)(23ベ ジ害問。

31) W明治財政史』第2巻 709-710ベ ジ。
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第4表償金特別会計資

1895 1896 1897 1898 

金貨及金塊購入回収高 66，673 43，707 

51': 
銀塊購入回収高 13，903 13，060 1，045 

為替による回収高 45，734 42，819 59，803 

各省経費振替払代金 7，125 35，317 43，751 

ロンドン保有証券売却代
取 円銀売却代受入 6，972 64，295 

預け合による借入金 56，774 14，051 29，020 

その他とも合計 |明白11 179，017 1 叫日9

歳繰計入

臨時軍事特費別会計へ繰入 78，957 

一般会計臨時部へ繰入 26，213 3日，576 58，243 

一般会計へ繰替貸

支
市場救高速

内国債た応め募日銀E買へ交入付の高 5，000 30，913 

勧業債券他応募払 3，048 

帝室御料へ編入 20，000 

軍事公債売預却金部代へ引渡 31，704 11，645 
王茸

金 戸ンド英ン募貨集引公受債代支の払

部
公債募集金繰替貸

関
預外令部国所債有買のいもどし代

払 連

三基金繰入

聖稲盟位
銀ロ塊ン売ド却ン代渡為に替よ買る入代 18，521 

同銀・銀塊との交換払 54，067 27，363 

預け合解除支払 6，774 57，220 35，851 

その他とも合計 1 117，6861 叫四 1 2町 36

年末残高 46，416 

出所) i償金特別会計本邦ニ於ケル通貨受払計算表付。J(W明治財政史』第2巻所収〉
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金の国内における運用 〈単位 1，000円〉

1田9 ド蜘 11叩1 1902 1(3時4 合

1，162 5，246 1，097 3，875 121，760 23.0% 

28，009 5.3 

34，688 6，621 189，665 35.8 

35，892 25，389 19，554 3，774 1，676 172，478 32.6 

14，958 14，958 2.8 

10，163 81，429 15.4 

99，845 18.9 

町，4371----;0:四| 則 911 即日81 1，7岨 11 5民間 100.0

78，957 15.0 

15，305 20，637 30，240 4，883 8，日日O 195，098 37.0 

3，000 3，000 0.6 

ム35，913 o 。
638 ム 93 ム 94 ム 333 ム 22 3，144 0.6 

20，000 3.8 

43，349 8.2 

59，507 59，5日7 11.3 

24，451 14，740 ム 3，919 35，271 6.7 

5，247 8，832 14，078 2.7 

50，000 50，000 9.5 

1，442 19，963 3.8 

81，429 15.4 

99，845 18.9 

叫悶| 叩 371 45，河51

処2641 28，571 1 2，醐|
より作成ム

叫一副
4，108 11 5口26.96引

2，609 11 2，609 1 

100.0 
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¥¥之ど11悶 t1894 1問 5 11896 11897 ~~8 即日|
鉄道公債実収額 2，137 1，927 1，995 3，969 7，508 

015問
支 出 1，238 2，662 2，126 3，544 7.953 7，247 I 8，347 

残 額 899 164 33 458 13 ム7，23416 465 

北海道鉄道公債実
収額

902 。(2I，，70298 D〕

支 同 868 1，097 982 

残 額 34 ム1，063 53 

事業公債実収額 2，977 32，841 。〈677O，，102271〕

支出計 2，416 33，401 34，042 25，762 

大蔵省経費 212 7，238 1，756 501 

陸軍拡張費 4，908 5，914 3，843 

海軍拡張費 11，854 19，403 14，674 

製鉄所創立費 326 1，708 3，011 

電話交換拡張費 2，473 1，896 1.782 

官設鉄道改良費 594 5，900 3，333 1，950 

北海道鉄道建設費 1，166 702 31 

残 額 561 lム34，041 10，224 

軍事公債実収額 10，921 2，648 75 

整理公債実収額 2，171 2，014 3，984 495 

出所〉 大蔵省理財局『国債沿革略』第2巻より作成。なお， ( )内は外債募集金実収額， [ ) 

3図参照〕。 これも「為替による回収」と共通の内実を持ョている。 この時の

円貨払は支払項目の一般会計臨時部への繰入に計上されているとj思われる。こ

の支払の多くは軍艦購入を中心とする海軍省関係支払で占められていた問。

以上の叙述巴より.受取項目 L 支払項目中間接歳計に繰入れられた部分と

金本位制関連部分の運用についてはほぼ明らかにされた。残:Qは市場救済と預

金部関連の運用である。前者は従来からも紹介されているので詳述しない叩。

32) 能地前掲論文24ベージ参聞c

33) 高橋前掲書177-1百ページ，能地前掲論文24ベージ審照。
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諸公債実収額とその支出 (単位 1，000円〉

1900 I 1901 I 1凹2 発うち引受行 I引の受割7発2合行3%l||外割債合の

8，434 11，859 9，346 。62，301 45，048 1 72.3"'1 24.3品w 

12，222 12，009 3，908 877 62，133 [30.2%) 

ム 4，253ム 4，392 1，045 168 168 

O 429 1，579 。
::21 34.3 

1，007 625 305 83 [2.4) 

ム 955 6 1，150 124 41 41 
" 

3ぺ州問 71，430 1 51.6 1 48.4 

22，906 1 14，223 1 3，788 1，853 1 138，391 (67.3) 

9，707 [4.7) 

2，648 714 61 60 18，143 (8.8) 

6，943 3，159 1，298 985 58，316 [28.4) 

7，126 5，853 390 18，414 (9.0) 

2，350 1，808 1，178 196 11，683 [5.7) 

3，839 2，690 861 612 19，779 [9.6) 

1，呂99 [0.9) 

ム 9，532怜16，印日 ム 2，388 161 161 

8，664 8，664 100.0 

内は 3公債による支出全体に占める割合である。

そこで従来注目されていない後者の運用をまず紹介し，これと係わる範囲で前

者の運用を示すに止める。

日清戦後D預金部機能については前掲の迎氏の研究がある。これによれば，

当該期の公債収入は一般会計歳入額の15%内外を占め，起債総額中65%が公募

によらない引受発行であり，うち88%が預金部によるものであったという。引

受発行外の国債は外債が34%を占めていたから，この時期国内での国債公募発

行は枠無といってよい叩。今，国債引受発行状況ととの財源に上る支出状況を

34) 迎前掲論土14-16ペジ。
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第 5表に掲げる。同表と預金部引受比率の高さを考慮すれば，預金部引受の国

債発行がいかに i戦後経営」遂行に重安ーな役割を果したかがわかる。これと一

体となって国債管理を行なっていたりが償金部なのである。その主たるものを

挙げよう。第 1は軍事公債海外売却に伴なう預金部とのやりとりである。既述

のように臨時軍事費特別会計決算に伴ない発行された 3，500万円の軍事公債の

うち預金部が2，500万円(うち国庫余裕企2，100万円，預金部資金400万円〉叩，

償金部が500万円を引受けていた。償金部所有のうち300万円弱が預金部所有鉄

道公債と交換され附，それまでの預金部所有軍事公債 Eともにロンドンで売却

された37)0 けっきょく日清戦時財政の赤字部分は賠償金・外債募集金という外

貨信用で帳尻あわせしたことになる。その際の代金支払が償金部から預金部に

なされるかたちで97， 8牛にあらわれている。だが98年に軍事公債売却代に相

当す畠額の償金部繰替支出が国債引受により賄われる会計になされているの

で附，この外債募集金は実質上財政赤字補填に転用されていると思われる。こ

の始末はけっきょ<99年の外債募集でなされた。これが第 2の預金部関連運用

として挙げられる O すなわち第5表丸カッコ内の額の外債募集がなされし，償金

部補填部分の返済がなされると同時に以後の預金部引受資金も補充されたので

ある。したがって99年にロンドン募集公債金 6，000万円弱が償金部から国庫に

支払われたことになっているが(第4表)，実際にはその大半がすでに国内で

費消されている疑いが強い。それを傍証するように同年 2，400万円余りの公債

募集金への繰替貸すなわち預金部への貸付があらわれている加。その後1901午

にも同様の貸付がなされている o こうした運用状況を見れば償金部は積極財政

35) うち，国車余裕金2，1日C方円，預金部資金400万円であった。したがって実質上この預金部引受
の大半は一世会計から白繰替支出がなされていたことになる (1明治大正財政史』第13巻.677ベ
ジ参照〉。

36) 1明治財政史』第2書627ページと642ベージ参照崎
37) 1同j，第8巷826-827へージ。なお預金部所有軍事公債は多〈見積っても 3，500万円であり，実

際四売却額4，300万円あまりとはへだたりがある。 ζの差額分は不明である。
38) 同上書928へージ参照。
39) おそら〈先に国車余宿生で国債引受けした部分を，償金昔師、預金部に貸付け之預金部か引受け

た形にしたためであろう。
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に伴なう財政赤字を外債募集金で補填するトンネノレ機関の役割を呆たしていた

ζ とがわかる。また上記操作との関連が必ずLも明 bかでないが，償金部資金

が直接預金部械能を代位・支援Lている。すなわち償金部は帝国五分利公債

〈事業公債〉引受約 2，000万円を行なった後，これを「三基金繰入」のうちの

災害・教育基金として預金部に預け入れている叫。さらにもう 1つの基金であ

る軍艦水雷艇楠充基金 3，000万円も預金部に預けられ運用資金の一部をなして

いる'"。なお，市場救済関連の運用を見ると.日銀を通じて買オベを行なって

いるのがわかる。うち 2，000万円が帝室御料に編入されたのは周知の通りであ

るが，約 1，000万円は預金部の買上げ償還により処理された叫c

以上の償金部資金運用の検討により日清戦後における追加的財政資金調達と

支出の方法が明らかになった。そこで日清戦費調達機構で行なったように財政

と金融の連関を図式化して戦後財政金融構造とその矛盾を概観しよう(第3図

参照〉。 戦後の追加的財政資金調達は賠償金・外債募集金という外貨信用の取

得によってなされた。政府はこの外貨信用を， l'Jiけ合いに伴なう日銀借入，金

銀塊の回収・売却，正金との為替取引，各省経費振替払を通じて円貨信用に転

換させた。これにより取得した財政資金の使用方法は次の 3つに大別される o

第 1は直接一般会計臨時部に繰入れられた部分である。そり多くは政府関連輸

入代金の国内で白支払いにあてられた。第2は日銀を通じた買オベである。第

3は償金部・預金部の国債引受発行である。第3の方法を慨揺すれば，まず預

金部が国債を引受什財政支出を行なヮた後，回収した賠償金・外債募集金とい

う追加的外貨信用により消化するというもりである。こ白方法で財政スベyデ

ィングが継続きれた。第5表により国債引受発行収入の使途を概観すれば，通

説となっている高橋氏の表(第2表)に比しでかなり広範囲に追加的外貨信用

が利用されていることがわかる。しかし同時に軍拡に費されている部分も多く，

40) W明治財政史』第2巻， 641-642ベーシ。大蔵省理酎局『大蔵省預金部史JI 19嗣年， 72-73"""::-

ジ参照。

41) 人蔵省理財局「大蔵省預金百日史Jl70-72ペ ジ参照。

42) W明治財政史』第2巻， 642ベージ。
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戦時のスペンディングに比べ民間資本への直接的波及効果はその規模・範囲と

もに限界があったと思われる~の 2点が戦時と戦後の財政月ペンディ:/ p"が

異なる点であろう。戦時から戦後数年間のこうした積極財政の展開は民間資本

蓄積を加速化させた。しかしながら戦後の財政を主導とする資本蓄積構造はそ

の危機を圏内外において潜在化させ深化させるものであった。すなわも，追加

的財政資金散布や買オベによる資本救済により恐慌の発現が引き延ばされ，む

しろ投機的需要さえ生み出して景気の過熱化を招いたのである。同時にこのこ

とは輸入拡大をもたらすため，その決済を通じて日銀に金免換=金流出の庄力

がかかり，金本位制維持を困難にさせる。これに対L政府は為替取組や各省経

費振替払で為替銀行から円貨を吸収し，この正力を緩和していることが第3図

でわかろう。財政スベγ ディングのつけを政府自らが尻ぬぐいしているのであ

る。

しかし民間資本蓄積を Pードする財政の起動力にも限界がある。第4表に明

らかなように1899年を境にして賠償金・外債募集金がi回渇し，主に対外支払に

あてられる一般会計臨時部繰入部分以外の使用はほとんど不可能となってしま

ったのである。その結果，これまで賠償金・外債募集金の運用で隠蔽され Cい

た内外の危機が一挙に顕在化することになった。その先駆円は戦時需要消滅に

よりもたらされた1897-8年恐慌であったが，決定的行詰りを見せたのは1900-

01年恐慌の時である。戦後D財政金融構造上の矛盾に逢着した日本資木主義は

その後好況局面をみせることな〈日露戦争に突入した。

V おわりに

これまでみたように日清戦争以降の財政は民間資本蓄積や国民の租税負担を

待たない独自の財源を確保し，財政資金散布により逆に民間資本蓄積を飛躍的

に高める機能を果たしたことが明らかとなった。これは租税増徴，輸出超過に

よる正貨獲得に基く緊縮基調の財政運営の方向が大きく転換したことを示して

いる。この転換をもたらしたのが戦費調達の際の日銀信用創造であり，日清戦
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争勝利の結果獲得した賠償金であり，その後の外債募集金 Eあった。これに対

し従来D当該期財政の果たした役割は次りように理解されてきた。すなわ b中

村政則氏のように租税増徴による所得再分配(戦後税制改正による農工間資金

移動の促進化を含む〉をもたらすものとして制。あるいは高橋氏のように賠償

金の独自な役割に注目しながらも，財政支出の役割が決定的に転換している点

を見落し，租税収奪を基礎に財政資金散布を行なうものとしてとらえられてき

たのである。こうした理解では日清戦争以前と以後の財政機能の達いがあいま

いにならざるをえない。さらに，このことは当該期以降の財政と日本資本主義

の発展との相互関連や各々の構造転換をダイナミックにとらえる ζ とを困難に

していたのではなかろうか。その意味で日本資本主義発展に果たした財政の役

割は再検討される余地があろう。

(1984. 5) 

43) 中村政周H近代日本地主制史研究』東京大学出版会. 1979年. 38ページ以下参問。


